
食草の最低負担額の軽減措置（社会福祉法人減免）について  

平成18年3月1日  

障害保健福祉部  

※ 詳細は、社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担額等減免制度事業   

実施要綱（案）を参照。  
※ 3月2日生活保護担当係長会議においても、当事業について説明される予定。  

（1）目的  

障害者自立支援法の施行に伴う食費等の実貴負担を行うことにより、生活保護の  
対象となることを防止するため、社会福祉法人等が食費等実費負担額を減免した場  
合に、公費助成の対象とする。  

（2）開始時期  

18年4月～  

（3）公費助成対象者   

生活保護への移行予防措置により、定率負担を0円とし、補足給付を3万6千円ま  
で給付しても、生活保護の対象となるが、食費等の実費負担をしなければ、生活保護  

の対象でなくなる者   

（食費等実費負担の有無にかかわらず、生活保護である者については、公費助成は実  
施しない。）   

→ 自立支援法の施行に伴う食章負担をすることにより、生活保護の対象とならない  

ようにする。  

（4）公費助成額  

減免額が、当該施設で取るべき実責負担額（補足給付支給後）の5％以内まで2   

分の1，5％を超える額については、4分の3  

※定率負担とは別途計算する。   



社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担額等減免事業実施要綱（案）   

Ⅰ定率負担に係る利用者負担額軽減措置   

1 目的  

低所得で生計が困難である者について、障害福祉サービス等の提供を行う社会福   

祉法人等が、その社会的な役割にかんがみ、利用者負担を軽減することにより、障   

害福祉サービス等の利用促進を図ることを目的とする。  

2 実施主体  

市町村（特別区を含む。以下同じ。）  

3 事業内容  

（1）制度実施法人  

定率負担に係る利用者負担額軽減制度（以下Ⅰにおいて「軽減制度」という。）   

を実施する法人は、社会福祉法人又は市町村、都道府県が実施する社会福祉事業体   

（以下「社会福祉法人等」という。）を原則とする。   

ただし、市町村が、市町村内に特定のサービスを提供する社会福祉法人等がないと   

認めた場合、例外的に社会福祉法人等以外の法人も対象とする。その際に、市町村   

は都道府県と協議するものとする。   

（2）制度対象費用   

○ 軽減制度の対象となる費用は、居宅（グループホームを除く。）で生活をする者  
が以下のサービスを利用した際の定率負担分  

・通所サービス提供施設（身体障害者福祉法に基づく身体障害者更生施設（適所  

事業に限る）、身体障害者療護施設（適所事業に限る）、身体障害者授産施設（通  

所事業又は分場に限る）及び身体障害者適所授産施設（分場を含む）並びに知  

的障害者福祉法に基づく知的障害者更生施設（適所事業又は分場に限る）、知的  

障害者授産施設（通所事業又は分場に限る）、知的障害者通所更生施設（分場を  

含む）及び知的障害者適所授産施設（分場を含む。）（以下同じ。）  

・デイサービス（障害者自立支援法に基づく障害者デイサービス及び児童デイサ  

ービス。以下同じ。）  

・障害者自立支援法に基づく居宅介護、行動援護及び外出介護   

0 20歳未満の者について、入所施設（身体障害者更生施設、身体障害者療護施  

設、身体障害者授産施設、知的障害者更生施設、知的障害者授産施設（いずれも  

適所除く。））に入所することに係る定率負担分  

（3）軽減対象額   

（2）の費用のうち、低所得1（障害者自立支援法施行令第17条第1項第3号に  

該当する者。4において同じ。）については7，500円を超える額、低所得2（同  
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項第2号に該当する者。4において同じ。）については12，300円を超える額  

（適所サービス提供施設及びデイサービスについては7，500円）とする。  

（4）軽減方法  

軽減は、原則として一の事業所（施設を含む。以下同じ。）ごとに行うこととし、   

障害者又は障害児が利用する事業所が軽減制度を実施している場合であっても、異   

なる事業所から軽減制度対象サービスを利用した場合は、各々の事業所について   

（3）の利用者負担額（ただし、当該月における各事業所に係る利用者負担額を   

全て合算した額が負担上限月額を超える場合は、負担上限月額が上限額となる。）   

を支払う。  

なお、複数の軽減制度対象サービスを軽減制度同一管理事業所（同じ法人が同   

一建物又は同一敷地内において複数の事業所を運営するなど、複数の事業所が一体   

的に運営されており、かつ、当該一体的に運営されている複数の事業所を利用する   

障害者等の利用者負担額について、 当該一体的に運営されている複数の事業所分を   

併せて管理できる事業所をいう。以下同じ。）において利用する場合は、当該軽減   

制度同一管理事業所における利用者負担額を－の事業所における利用者負担額とみ   

なして軽減制度を適用する。  

この場合において、適所サービス提供施設又はデイサービスとその他のサービ   

スを組み合わせる場合の負担上限は、各事業ごとに軽減した上で、合わせた負担上   

限を適用する。  

※軽減制度同一管理事業所における負担上限適用例   

（例1）ホームヘルプ、外出介護、行動援護の場合   

・低所得1→ 3事業所分を合わせて7，500円を超える額を軽減   

・低所得2 → 3事業所分を合わせて12，300円を超える額を軽減   

（例2）適所サービスとホームヘルプの場合   

・低所得1→ 2事業所分を合わせて7，500円を超える額を軽減   

・低所得2 → 2事業所分を合わせて12，300円＊を超える額を軽減  

＊個々の事業で見た場合、負担上限は、適所は7，500円、ホームヘルプは12，300円となるの  

で、両者を合わせた場合は高い方の12，300円を負担上限とする。ただし、一本の負担上  

限とした場合、ホ←ムヘルプの利用量が少ない ときは個々の事業ごとに軽減した方が負  

担が低くなるケースがあるので、当該ケースのように負担上限が異なるサービスを合わ  

せる場合は、個々の事業ごとに一旦軽減適用した上で合わせた負担上限を適用する2段  

階の軽減を行う。  

4 対象者   

軽減制度の対象者は、低所得1又は低所得2の者のうち、次の要件をすべて満た   

す者とする。   

① 申請者の属する世帯に属する者が、一定の不動産（申請者の扶養義務者がその   

居住の用に供する家屋や土地））以外の固定資産を有さないこと。  
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② 申請者の属する世帯に属する者の収入及び預貯金等の額が別表の基準額以下で   

ある。   

③ 申請者の属する世帯に属する者が社会通念上、軽減制度の対象とするには不適   

切と考えられる資産を保有していないこと。   

ただし、事務の簡素化の観点から、申請者及び申請者の属する世帯の主たる生計   

維持者について、①から③までを満たせばよいこととする。   

5 対象者の確認手続  

（1）軽減制度の適用を受けようとする利用者は、申請者及び主たる生計維持者の収   

入額及び障害年金等の額の合計額が基準額以下であることを証明する書類（給与   

の証明書、事業収入がわかる資料、年金証書、年金振り込み通知書の写し等）並   

びに預貯金額が一定額以下であること及び一定の固定資産を有していないことを   

証明する書類（固定資産税納税通知書の写し、住民票の写し等）を添付して軽減   

制度対象者であることの確認を当該利用者の支給決定を行う市町村に申請する。  

ただし、事業者がとりまとめて、市町村に申請書を提出しても差し支えない。  

（2）市町村において対象者である確認を行った場合は、受給者証の特記事項欄に、   

軽減制度の対象者である旨を記載する。   

（3）居宅で生活をする者について収入や資産額を認定するものであるため、多様な   

生活実態があることを踏まえ、申請者の属する世帯の主たる生計維持者（住民票   

の世帯主等を収入の多い者としてみなすことができることとする。）及び障害者の   

収入額（年金等を含む。）及び資産額を確認することで、当該世帯における収入額   

及び資産額を確認したものとみなすことができる。  

6 軽減実施手続  

（1）軽減を行おうとする法人は、対象となる事業所の指定を受けた都道府県知事又   

は指定都市若しくは中核市の市長及び事業所所在地の市町村長に申し出を行う。  

なお、軽減制度同一管理事業所については、管理を同一とする事業所を併せて  

届け出ることとする。   

（2）実施申し出を受けた指定都市及び中核市は、都道府県に情報提供することとす   

る。また、都道府県は、軽減制度実施事業所について、適宜管内市町村に情報提  

供することとする。  

7 公費助成  

（1）公費助成対象額   

事業所及び軽減制度同一管理事業所における年間の軽減額のうち、本来受領すべ   

き利用者負担額の5％までは1／2、5％を超える部分については3／4を公費助   

成の対象とする。  
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（2）公費助成の方法  

① 社会福祉法人等は、事業所単位で公費助成額の算定を行い、軽減制度同一管理   

事業所であっても、別々の事業所として扱う。  
② 事業所単位で算定された公費助成額を、公費助成の対象となる軽減を行った利   

用者に対して支給決定を行った市町村等に、各々の市町村等の利用者の軽減額に   

応じて按分する。  

③ 市町村等別に按分された公費助成額を、事業所ごと又は複数事業所分を合計し   

て、軽減を行った利用者に対して支給決定を行った市町村等に交付申請する。  

（3）都道府県は、社会福祉法人等から市町村への補助金交付申請が円滑に行われる   

よう、必要な調整を行うものとする。  

8 留意事項  

（1）都道府県、市町村においては、軽減制度対象サービスを実施する全ての社会福   

祉法人に対し、この事業を実施するよう働きかけるものとする。   

（2）高額障害福祉サービス費又は高額施設訓練等支援費については、軽減制度適用   

後の利用者負担額をもとに算定することとする。  

（3）負担上限月額の適用についても、各事業所ごとに講じられた軽減制度を適用した   

後の利用者負担額をもとに行うこと。  

別表  

【基準額】  

単身世帯   2人世帯   3人世帯   

収入基準額   150万円   200万円   250万円   

預貯金等額   350万円   450万円   550万円   

※ 収入基準額については、世帯人数が一人増えるごとに50万円加算、預貯金額等につい  

ては、100万円加算する。  

※ 市町村民税非課税世帯に属する者のうち、さらに負担能力がないものを判断するため、  

基本的には、非課税収入や個別減免における特定目的収入等も含むすべての収入額で判断  

する。ただし、所得税の算定において、必要経費と認められるものについて、申請者から   

提出があった場合等については、収入額から控除して認定できるものとする。  
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Ⅱ 入所施設における食費等実費負担に係る生活保護境界層対象者に対する減免措置  

1 目的   

障害者自立支援法の施行に伴う食費等の実費負担を行うことにより、生活保護の   

対象となることを防止するため、社会福祉法人等が食費等実費負担額を減免した場   

合に、公費助成の対象とする。  

2 実施主体   

Ⅰの2と同じ。（市町村（特別区を含む。‖  

3 事業内容  

（1）制度実施主体   

食費等実費負担に係る生活保護境界層措置対象者に対する減免措置を実施する法   

人は、社会福祉法人等とする。  

（2）制度対象費用  

対象者となる費用は、下記施設における食費等実費負担額（補足給付が支給され   

た額を除く。）とする。   

① 身体障害者療護施設、身体障害者更生施設、身体障害者授産施設（入所に限る。）   

② 知的障害者更生施設、知的障害者授産施設（入所に限る。）   

③ 障害者支援施設（平成18年10月以降）   

（3）軽減対象額   

対象者に係る制度対象費用全額とする。   

（対象者の食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）を全額免除する。）   

4 対象者  
3（2）①～③の施設に入所している20歳以上の入所者のうち、定率負担を0   

円とし、補足給付を3．6万円（月額）まで支給しても、施設に支払う食費等の実   

費負担（補足給付支給額を除く。）を負担することにより、生活保護の対象となる   

が、食費等の実費負担（補足給付支給額を除く。）をしなければ、生活保護の対象   

でなくなる者とする。  

※食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）を0円としても、生活保護の対象と  

なる者については、対象者としない。   

※定率負担、補足給付の生活保護境界層措置対象者である旨の確認を行う際に併  

せて、市町村は、生活保護境界層措置（社会福祉法人減免制度による食費等実  
費負担減免措置）の対象である旨を確認し、受給者証の特記事項欄にその旨を  

記載する。   

※減免を実施する際には、対象者に係る食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）  
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については、0円とする。  

5 減免実施手続き  

（1）食費等実費負担を減免する施設は、20歳以上の入所者が生活保護の申請を行う   

際に、「定率負担を0円とし、特定入所者食費等給付費（補足給付）を3．6万円（月   

額）支給されても、食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）をすることにより、   

生活保護の対象となる場合には、食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）を減免   

する」旨を記載した書面を発行。（様式例1参照）   

※ 様式については、例としてお示ししているものであり、各施設において、食費等   

実費負担が減免されるものであることが確認できる書面が添付されていればよい。   

（2）施設入所者は、生活保護の申請を行う際に、上記の書面を添えて申請を行う。   

（3）定率負担を0円まで減免し、補足給付を3万6千円まで支給しても、生活保護の対   

象となるが、残る食費等実費負担額が減免されれば、生活保護の対象でなくなる場   

合については、社会福祉法人が食費等の実費負担（補足給付支給額を除く。）を減免   

すると、生活保護の対象ではなくなるため、福祉事務所はその旨を却下通知書に記   

載し、保護を却下する。   

（4）入所者は却下通知書を市町村に提出し、定率負担の減免（定率負担を0円とする）、   

特定入所者食費等給付費（補足給付）の特例（3万6千円まで補足給付を受ける）   

の申請を行う。  

（5）市町村は、さらに、生活保護境界層措置（社会福祉法人等減免制度による食費等   

実費負担減免）の対象である旨が却下通知書に記載されている場合は、受給者証の   

特記事項欄にその旨を記載し、当該却下通知書の写しを入所者が入所する施設へ送   

付する。   

（6）入所施設は、市町村から写しが送付されてきた場合に、対象となった月の初日か   

ら食費等実費負担（補足給付支給額を除く。）を0円とする。   

（7）入所施設は、当該施設に該当者が一人以上出た段階で、社会福祉法人等減免制度  

（生活保護境界層措置対象者に対する食費等実費負担減免措置）を実施している旨   

を施設の指定を受けた都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長に届け出を   

行う。（様式例2参照）  

① 社福減免の対象とする場合は、当該施設における対象者全てに減免を実施するこ  

ととする。  

② 都道府県に対する届出については、上記を確認する観点から行う。  

※ 食費等の実費負担については、個別の契約に基づいて行うものであり、軽減措置   

を行うことに制限はないため、公費助成を受けない場合は、減免を実施しても特  
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に届出を行う必要はない。  

※ なお、様式については、例としてお示ししているものであり、減免措置を実施し   

ていること、対象者全員に実施することが確認できるものを各都道府県において作   

成されても差し支えない。  

（8）届出を受けた指定都市及び中核市は都道府県に情報提供することとする。  

都道府県は、減免実施施設について、適宜管内市町村に情報提供する。  

6 公費助成  

（1）公費助成対象額  

3（2）の制度対象費用の額が、当該施設で取るべき実費負担額（補足給付が支   

給された額除く。）の5％以内まで2分の1，5％を超える額については、4分の  

3を公費助成対象額とする。   

※ Ⅰの措置とは別途計算する。  

（2）公費助成の方法   

① 届出を行った施設は、年度末に3（2）の制度対象費用の額、当該施設における   

食費等実費負担全体額（補足給付が支給された額を除く。）を補助金申請書に記載し   

て市町村に提出する。   

② 社会福祉法人等は施設単位で公費助成額の算定を行う。   

③ 施設単位で算定された公費助成額を、公費助成の対象となる減免を行った利用者   

に対して支給決定を行った市町村等に申請する。   

（3）都道府県は、社会福祉法人等から市町村への補助金申請が円滑に行われるよう、   

必要な調整を行うものとする。   

※ 補助金申請等の様式は別途お示しする予定。   

（注）文中、「補足給付」については、18年4月～9月までの間は、身体障害者福祉法、  

知的障害者福祉法に基づく「特定入所者食費等給付費」として支給されるが、18   

年10月以降については、障害者自立支援法に基づく「特定入所者特別給付費」と  

して、支払われることとなる。  

なお、根拠法は変わるが、算定方法等は変わらない。  
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障害児の支給決定について  

1今回の障害者自立支援法においては、障害児については、  

（1）発達途上にあり時間の経過と共に障害の状態が変化すること、  

（2）乳児期については通常必要となる育児上のケアとの区別が必要なこと   
等検討課題が多く、  

（3）現段階では直ちに使用可能な指標が存在しないこと、  

から、障害程度区分は設けないこととしているが、障害程度区分について  

は今後の検討課題とされているところである。  

2 このため、障害児の支給決定は、現行の取扱いを基本的にしつつ、18  

年10月からの取扱いは次のとおりとする。  

①居宅介準、児童デイサービス、短期入所の申請があった場合、障害の   

種類や程度の把握のために、5領域10項目の調査（別紙1）を行った上   
で支給の要否及び支給量を決定する。  

なお、短期入所については、現行の単価基準に準じて、次のとおり単価   

区分を適用する。  
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短期入所の単価区分  

【区分1】①～④の項目のうち「全介助」が3項目以上又は⑤の項目のうち「ある」が1項目以   
上  

【区分2】（D～④の項目のうち「一部介助」が3項目以上又は⑤の項目のうち「ときどきある」   

が1項目以上  
【区分3】区分1又は2に該当しない児童で、①～⑤のうち「ある」、「ときどきある」、「一部介   

助」又は「全介助」が1項目以上   

②行動援護の申請があった場合、12項目の調査等（別紙2）を行い、障害者の場合と同様、  
10点以上が対象となる。  

③重度障害者等包括支援（概ね15歳以上）については、106項目（障害者の認定調査項目   

と同じ）の調査を行い、市町村審査会に重度障害者等包括支援の対象となることが相当で   

あるかの意見を聴いた上で支給の要否を決定する。  

④重度訪問介護については、15歳以上で、児童福祉法63条の4の規定により児童相談所  
長が重度訪問介護を利用することが適当であると認め、市町村長に通知した場合、障害者   

とみなし、障害者の手続きに沿って支給の要否を決定をする。  
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